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男女賃金格差の開示義務化は何をもたらすか 

小澤 彩子 

      

昨夏，女性活躍推進法の省令改正により，男女の賃金

差異を公表することが新たに義務付けられた。常用労

働者が301人以上の事業主は，2022年 7月以降の事業

年度において，「正規」「非正規」「全ての労働者」ごと

に男女の賃金差の割合について自社の状況を把握し，

公表することが求められる。開示媒体は，厚生労働省が

運営する「女性の活躍推進企業データベース」や自社の

ウェブサイトなどが想定されるが，今般，別途金融庁に

おいても，有価証券報告書に男女賃金格差の項目を含

むサステナビリティ関連開示の記載欄を新設すること

が予定されている。開示を通じ，格差是正に向けた企業

の取り組みが期待される。 

 

それでは企業は，どのような点に留意し，取り組みを

進めるべきだろうか。労働経済学の研究では，人的資本

投資に性差が生じるメカニズムや，使用者の嗜好によ

る差別ⅰの存在を支持する結果が確認されている

（Kawaguchi，2007；佐野，2005 等）。企業においては

場当たり的な開示対応にとどまるのではなく，これま

で明らかにされたメカニズムや論点を踏まえながら，

効率性と公正性の観点から丁寧に分析を行い，投資家

や従業員などを含むステークホルダーに向けて，自社

の状況や数値の背景を明確に説明していくことが重要

だ。 

例えば，雇用区分や役職といった合理的かつ観察で

きる要因によって格差が説明できる場合にも，その背

後には Hara（2018）等で指摘されているように「ガラ

スの天井（Glass ceiling）」「床への張りつき（Sticky 

floor）」などといった言葉に表される嗜好・差別が影響

している可能性があるし，さらにその背景には，統計的

差別ⅱを背景とした採用・教育訓練投資などにおける性

差が存在するかもしれない。格差是正に向けては，単純

に男女の賃金差を開示するのみならず，その背景要因

に関する一歩踏み込んだ分析・議論が求められるべき

であろう。 

また近年，出産後の女性の賃金が下落する“Child 

penalty / Motherhood wage penalty”ⅲの存在にも改

めて注目が高まっており（Kleven, Landais, Posch, 

Steinhauer and Zweimuller, 2019；Kleven, Landais 

and Søgaard, 2019等），日本においても古村（2022）

がその存在を確認している。「女性の活躍推進」が打ち

出され，多くの職場において，出産後も無理なく働き続

けることのできる環境づくりが進んでいるが，その一

方で，両立を支援する手段としての育児休業の取得や

長時間労働の免除などが，昇進・昇給において不利に働

いていないかどうかⅳについても，改めて振り返ること

が一歩先の対応に向けては必要だ。 

 

一方，開示にあたっての留意点もある。デンマークの

事例を対象とした最近の研究によれば，男女賃金格差

の開示義務化が思わぬ結果をもたらしたことが確認さ

れている。具体的には，男女賃金格差は縮まったものの，

それは女性の賃金が上昇したというよりも，むしろ主

に男性の賃金の伸びが縮小したことによることが明ら

かになっている（Bennedesen, Simintzi, Tsoutsoura 

and Wolfenzon, 2022）。企業側が開示義務化を理由と

して男性の賃金抑制を行った可能性も考えられ，結果

として全体での平均賃金の低下も招いたことが指摘さ

れている。日本でも今後同様のことが起こらないよう

注視が必要だ。 

経済の活性化・好循環にむけたドライバーとしての

賃金動向に注目が集まる中，指標としての男女賃金格

差是正を追い求めるあまり，生産性や賃金水準が下が

ってしまっては本末転倒である。開示によって「見える

化」が進むことはもちろん大事だが，それ以上に，数字

の裏側にある本質的な課題は何かを明らかにしたうえ

で，企業がいかに「人的資本経営」を推進し，生産性の

上昇や企業評価に結び付けられるかが重要である。開



示を契機としたステークホルダーとの対話を通じ，企

業価値創造に向けた企業側の本気度こそが問われてい

くべきであろう。 
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ⅰ ノーベル経済学賞受賞者であるBecker（1971）は，労働市場において差別的嗜好に伴い発生する心理的なコストを，「差別係数」という形でモデルに組み

込み，理論化した。これに基づけば，仮に雇用主が女性に対して差別的嗜好を有している場合，女性を雇うことに伴うコストは，賃金にこの差別係数を足した

ものと解釈することができる。すなわち，仮に限界生産性が等しい場合であっても，その差別係数の分だけ，男女間の賃金格差が発生する。（なお，ここでの

「差別」はいわゆる社会的な差別を指すのではなく，男女が同じ人的資本量を有していても，性別などの属性の違いにより，異なる取り扱いを受けることを指

す。） 
ⅱ 統計的差別理論（Phelps，1972）によれば，労働者の生産性や行動などに関して情報の非対称性が存在する場合，雇用主は労働者が属するグループの統

計的（経験的）証拠に基づいてその予測・評価を行う。このとき，仮に「女性は男性よりも生産性が低く，勤続年数が短い」といった違いがあることを企業が信じ

ている場合には，男性を優先的に採用・昇級させたり，人的資本投資の機会を多く設けたりすることが（その信念が正しい場合には）合理的となる。 
ⅲ 一方，結婚したり子供がいたりする男性に収入上昇の効果があるという”Marriage bonus”あるいは“Fatherhood wage bonus/premium”の議論も存在する。父

親であること自体が本当に賃金プレミアムをもたらしているかについては，近年慎重な見方もなされているが（Mari, G. ,2019；Icardi, Hägglund and Fernández-

Salgado,2021等），日本では川口（2005）等において同様の効果が確認されている。 
ⅳ これに関連し，日本の製造業企業１社の人事データを用いて分析を行った Kato, Kawaguchi and Owan（2013）は，結婚や出産に伴って女性に収入の減少が

みられることを確認したうえで，長時間労働が昇進確率を高めるという関係が，女性にのみ成立していることを明らかにしている。すなわち，（ここでの分析は

サンプルが特定の１社に限定されているため，本結果を用いて一般化できないことに留意が必要だが，）長時間労働を行うことが昇進の条件かつ「シグナル」

になっている可能性がある。 
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